
 

 

相模原市監査委員公表第４号  

 

地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２５２条の３８第６項の規定により、平

成２８年度、平成２９年度、令和元年度及び令和２年度の包括外部監査の結果に基

づき措置を講じた旨、市長から通知があったので、当該通知に係る事項を次のとお

り公表する。 

 

令和４年４月２８日 

 

 

相模原市監査委員 髙 梨 邦 彦 

 

 

同        橋 本 愼 一 

 

 

同        古 内   明 

 

 

同        桜 井 はるな 

 

 



 

 

１ 特定の事件（平成２８年度） 

補助金に係る財務に関する事務の執行について 

２ 監査対象部局 

  補助金の予算額が原則として３００万円以上の関係各課 

３ 措置に係る通知日 

  市長から通知があった日  令和４年４月２２日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】 措置の状況 

【相模原市民間自転車駐車場維持管理

補助金】 

補助金の交付期間について  

  要綱では補助金の交付期間が１０年

と定められているが、附則において施

行日（平成２１年４月１日）前に補助

金の交付を受けた（自転車）駐車場に

係る補助金については、なお従前の例

によるとされている。この結果、同じ

ような補助対象事業を行っている補助

金交付対象者間で平衡を欠くことにな

った。また、期間に定めのない補助金

は、補助対象事業を廃止するまで補助

金交付が続くことになっている。補助

対象期間の定めについて、早急な対応

が必要である。 

      (報告書 １８６頁) 

【相模原市民間自転車駐車場維持管理

補助金】 

補助金の交付期間について 

相模原市民間自転車駐車場維持管理

補助金については、平成４年の要綱制

定当時と比較し、駅周辺の自転車駐車

場の整備が進み、一定の駐車需要を賄

えていることや、収益事業として成り

立っていること等を踏まえ、令和３年

３月３１日に整備補助金と併せて維持

管理補助金要綱を廃止し、令和２年度

をもって補助金の交付を終了した。 

 

 

 

 

 



 

 

１ 特定の事件（平成２９年度） 

相模原市の外郭団体に係る財務に関する事務の執行及び当該団体の出納その他

の事務の執行について 

２ 監査対象部局及び団体 

  相模原市の外郭団体（１２団体）及び関係各課 

３ 措置に係る通知日 

  市長から通知があった日  令和４年４月２２日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】 措置の状況 

【社会福祉法人相模原市社会福祉事業団】  

指定管理料積立金について 

事業団は、松が丘園及びけやき体育

館の指定管理料を毎年受取っている

が、各年度に支払われた指定管理料の

未使用残額については、指定期間の最

終年度において精算し、発生した利子

とともに返還することとされている。 

純資産に計上された指定管理料積立

金は、指定管理料の未使用残額を積み

立てたものであり、最終的に返還すべ

き性質のものであるから、本来は負債

に計上すべきものである。指定管理料

のうち未使用の部分については、最終

的に返還されるか人件費や事業の経費

に充当した時に収益計上すべきもので

あるから入金時に収益計上すべきもの

ではない。事業活動計算書の指定管理

事業収益の計上の要件につき検討が望

まれる。 

(報告書 １３６頁) 

【社会福祉法人相模原市社会福祉事業団】  

指定管理料積立金について 

 各年度の指定管理料の未使用残額に

ついては次年度以降の人件費の不足分

や障害者の福祉の向上を目指す事業に

充当できるため、指定管理料積立金と

して計上していたものである。 

指摘を受け、当該金額は法人の純資

産を増加させる性質のものではないこ

とから、指定管理期間が切り替わる令

和元年度より、指定管理料の未使用残

額は「長期預り金」として負債に計上

する整理を行った。 

 



 

 

１ 特定の事件（令和元年度） 

委託に関する財務事務の執行について 

２ 監査対象部局 

  平成３０年度に委託事業を実施している関係各課 

３ 措置に係る通知日 

  市長から通知があった日  令和４年４月２２日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】 措置の状況 

【随意契約】 

１者随契の理由の未公表について 

市は、地方自治法施行令第１６７条

の２第１項の規定に基づく随意契約に

よることができる場合で、２人以上か

ら見積書を徴しない場合の手続の透明

性を高めることを趣旨として、随意契

約の理由等を公表調書として公表して

いる。 

 監査対象とした事業のうち１者随契

によっているものについて、公表調書

への記載がなされていないものが散見

された。公表調書による公表がなされ

るよう対応を図る必要がある。 

(報告書 ４５頁) 

【随意契約】 

１者随契の理由の未公表について 

１者随契の理由の公表については、

四半期ごとに全所属からの公表調書を

とりまとめ、公表しているが、未公表

となっていた公表調書は、令和元年度

中に市ホームページにて公表を行っ

た。 

令和２年度からは、公表前に全所属

に対して再度確認を依頼し、記載漏れ

や誤りが無いよう対応を図っている。 

 

 

 



 

 

１ 特定の事件（令和元年度） 

委託に関する財務事務の執行について 

２ 監査対象部局 

  平成３０年度に委託事業を実施している関係各課 

３ 措置に係る通知日 

  市長から通知があった日  令和４年４月２２日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】 措置の状況 

【本庁舎警備業務委託】 

予定価格の作成について 

２者からの見積を平均して予定価格

を作成している。見積は、直接人件

費、直接物件費、業務管理費、一般管

理費の４つの費目に分けて計算するよ

うに依頼したが、１者は直接人件費及

び直接物件費の記載しかなく、業務管

理費と一般管理費は記載されていなか

った。見積書の徴取にあたっては、各

費目に正確に分類して金額を算定する

とともに、依頼した事業者からは確実

に提出を受ける必要がある。 

(報告書 ６８頁) 

【本庁舎警備業務委託】 

予定価格の作成について 

本庁舎警備業務委託は３年間の長期

継続契約であるため、令和３年７月か

ら令和６年６月委託分の契約について

は、入札の予定価格を設定する際に、

３者に参考見積を依頼し、全ての事業

者から各費目を分類した参考見積書を

徴し、適正な予定価格を算定した。 

今後も、各費目に正確に分類した金

額で記載した参考見積書の提出を受

け、適正な予定価格を算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

１ 特定の事件（令和元年度） 

委託に関する財務事務の執行について 

２ 監査対象部局 

  平成３０年度に委託事業を実施している関係各課 

３ 措置に係る通知日 

  市長から通知があった日  令和４年４月２２日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】 措置の状況 

【土地使用図等修正業務委託】  

１者随契の理由について 

平成元年から３０年にわたり、同一

の事業者と１者随契を行っているが、

事業を実施することについての時期的

な制約以外には、同一の事業者で実施

しなければならない理由は考えにく

い。固定資産の課税標準となる土地及

び家屋の評価替えは３年ごとに行われ

ており、今後は令和３年度、令和６年

度に評価替えが行われる。評価替えの

年度を視野に入れ、競争性が発揮され

る仕組みを構築する必要がある。 

(報告書 ７１頁) 

 

 

 

 

 

 

 

 

【土地使用図等修正業務委託】  

１者随契の理由について 

本業務委託については、新たな事業

者が受託した場合、データ変換作業等

が発生し、毎年度７月から実施する現

地調査に間に合わないため１者随契を

行ってきた。 

令和３年度は、本業務委託を「土地

使用図等作成業務委託(４月～６月契約

分)」と「固定資産評価用地理情報デー

タ等修正業務委託(７月～翌年３月契約

分）」に分割し、４月～６月契約分は１

者随契により、７月～翌年３月契約分

は仕様書に翌年度に向けた上記作業を

加えて指名競争入札により契約し、７

月～翌年３月契約分の受託事業者と翌

年度の４月～６月契約分は１者随契を

行うこととした。 

なお、令和４年度は、より競争性を

確保するため、条件付一般競争入札を

実施する予定である。 

 



 

 

１ 特定の事件（令和２年度） 

子ども・子育て支援事業に関する財務事務の執行について 

２ 監査対象部局 

  こども・若者未来局 

３ 措置に係る通知日 

  市長から通知があった日  令和４年４月２２日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】 措置の状況 

【ファミリー・サポート・センター事

業】  

 再委託の取扱いについて 

 ファミリー・サポート・センターの

運営を市社協に委託している。 

再委託が必要な場合は市の承諾を得

て行うべき旨を、委託契約書に追記す

る必要がある。 

(報告書 ７９頁) 

 

 

【ファミリー・サポート・センター事

業】  

 再委託の取扱いについて 

 令和２年度の契約については、令和

３年２月１日に委託契約の一部を変更

する契約を締結し、再委託が必要な場

合は市の承諾を得て行うべき旨を追記

した。令和３年度の契約書においても

同様の内容を記載し、契約を締結し

た。 

 

 


